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本文要旨

これまで日本の中南米に対する外交政策ないし「戦略」の説明は、相手の課題に対する支

援を政策とする発想 (demand driven) と、発信の対象を国内に強く意識していること (in-

reach) という特徴が認められる。 

日本にとって中南米の戦略的価値は何か。第一に、中南米地域の諸国は日本が自己の安全

と国際的伸張を追求するにあたっての安定的な支持勢力たりえること。第二に、日本の経

済安全保障の向上に寄与する可能性を提供していること。

現在の中南米の状況は、総じて多様化、相対化の進行と捉えることが可能。「左派政権」

の輩出、展開がみられるが、総じてみれば中南米地域全体の左傾化ではなくアプローチの

多様化と捉えるべきである。地域統合の動きは概ね低調である。経済停滞が続けば各国の

経済状態に格差が生じ、政策的な流動化が進む可能性がある。対米関係の相対化が進展し、

米国でも中南米に対する関心の低下が指摘される。その中で中国、ロシアなど域外主要勢

力が外交攻勢を強化している。我が国との関係では、①外交ツールとしてのODAの限界、

②我が国のプレゼンスの相対化、③我が国と中南米の相互関心の多面化、が指摘される。

手持ちの手段を前提に、日本がとるべき対中南米地域外交の行動戦略とアプローチは何

か。当面の活動目標は、①中南米地域諸国が、安定した民主主義、自由経済圏として国際

社会における存在と責任を増してゆくべく働きかけてゆくこと、②太平洋両岸を結ぶ協

力に先導的役割を果たし、中南米諸国にとって東アジアにおける第一の interlocutor ない

し conferee の地位を維持 ･確保することである。これは、伝統的友好関係の強化・増進

という考え方の延長ではない。

　多様化、相対化の中で向けて取るべきアプローチは「差別化戦略」である。

　日本の差別化に用いるべき価値として、①明治以来の近代化と戦後復興を成し遂げた日

本の姿と、そこから得た規範意識、②グローバルな課題に対する日本の発信能力と、その

信頼性の裏づけとしての技術力、③歴史的資産としての日本に対する評価と、国全体とし

ての「行儀」(decency)、が挙げられる。

具体的にどのような手法、手段を用いて差別化を図るべきか。4点提起する。

その１：寛大な (Generous) 援助から大義ある (Righteous) 援助への転換を図る。ODA の

規模に政策的メッセージを込める手法には限界があるので、ODA事業を政策意図の発信

日本外交の中の中南米
－地域外交における戦略的発想と実践の試み－
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機能の観点から捉える。在外公館の発信の工夫による部分が大きい。

その２：政策発信を強化する。外交当局者間の政策対話を戦略的ツールとして活用する工

夫と、現地レベルでは政策広報、指導者層に対するピンポイントの情報提供。中南米では

パブリック・ディプロマシーの占める比率が大きく、外交実務者は negotiator である以

上に公共の場での advocate としての役割が期待される。

その３：招聘事業を戦略的に運営する。具体的な政策のブリーフィングないし政策協議を

念頭に置いた人選とプログラムを行う。日本の社会共同体を律する規範意識を印象付け

る。招聘実施後のフォローアップを充実させる。

その４：「対中南米外交」で一括する地域政策アプローチの限界を認識する。ブラジルと

メキシコは、世界規模の問題に対する自前の認識と自らの役割に関する自覚と能力を有す

る。両国が穏健な新興国として、世界的な課題の取組みに共同責任を負うことを確保する

ことが我が国の利益である。これら両国と他の中南米諸国との間では、とるべき外交戦略

とアプローチは自ずと異なる。

上記に伴う課題として、いかにして日本の経験から価値的なメッセージを抽出して発信す

るかが問われる。また、メディアを通じた情報発信向上のため研修等による能力開発が必

要である。

　本論は、我が国の対中南米外交政策を概観しつつ、近年の国際環境を踏まえながら、我が国の外交

戦略の中にどのように位置づけられるかを考察し、その観点から当面の外交実務上重要と思われる点

を確認することを目的とする。我が国の対中南米外交に新規の機軸を持ち込むことを志向するもので

はなく、むしろこれまで行ってきたことの説明を再構成する試みである。

　まず、我が国の対中南米外交の意義ないし ｢戦略｣ についてこれまでどのように説明されてきたか

を回顧し、その性質を分析する。次に我が国の戦略的利益の観点から中南米地域が持ちうる意味を想

定した上で、近年の同地域内外の情勢を概観する。最後に、右を踏まえて我が国がその戦略的利益を

極大化するために重要と思われることを考察する。

　本論のうち見解部分は筆者個人のものであり所属する組織の立場や評価を代表するものではない。

はじめに
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第二次大戦後、中南米諸国と外交関係を回

復した日本にとって、対中南米外交の主眼は

長い間日本人移住者支援であった 1。自国の戦

後復興と国際社会への復帰を最優先の国家目

標とし、能動的な外交ツールに乏しかった当

時の日本にとって、中南米地域に対する政策

的関心は移住者の受け入れ地としてのそれで

あり、政策の中心は日系移住者の円滑な定着

と生活の安定であったということであろう。

　以下、今日まで日本の対中南米外交政策を

どのように認識し、説明してきたかを概観す

る 2。

高度成長期においては輸出市場および天然

資源の調達先としての中南米に注目が高ま

り、これに応じて、外交政策でもそのような

企業の関心を踏まえた方針が強調されるよう

になった。当時の外交青書には、膨大な未開

発資源と概ね安定した政情を背景に中南米地

域を「現世紀のフロンティア」と捉え、これ

に対する欧米諸国からの提携と企業進出を意

識しつつ、地理的、距離的ハンディキャップ

あるいは政治的、文化的結びつきが弱い潜

在的不利を克服して、貿易 ( 製品輸出と原料

輸入 )、投資利益獲得の支援を目的とした外

交政策を強調している 3。以後、ごく近年ま

で日本と中南米地域との経済は概して「補完

関係」で説明されることが長い間続いてきた

が、最近の変容については後述する。

その後、外交青書を見る限りは、一般的な

友好関係（困難な政治問題の不存在）と日系

社会の存在、経済的補完関係および関係強化

に対する中南米側からの期待感が、わが国の

政策需要として説明される時期がしばらく続

いている。

1980 年代後半には、地域内主要国の民政

移管や中米紛争などの地域情勢を意識した政

策需要がアジェンダとして加わるようになっ

た。すなわち「中米問題，累積債務問題とい

う国際政治経済上の大きな問題の存在と，そ

の一方で中長期的趨勢として民主化の進展 4」

に対応する政策の認識である。

中南米に対する地域政策をよりプロア

クティヴな発想で整理・説明する試みは、

1992 年ころからで、民主化や市場経済改革

に対する支援（いわゆる「2 つの D」に対す

る支援）、相互理解の促進、環境問題や麻薬

問題解決のための協力を三本柱として打ち出

した。

この、「２つの D」、すなわち民主化と経済

開発の支援を柱とする方針は 90 年代の対中

南米戦略として地域外交を大きく規定する

概念ではあったが、90 年代も後半に至ると、

このような支援自体を目的とする議論から、

右への支援を通じた中南米地域の「中長期的

安定の確保が世界の安定につながる」との説

明を前面に出すようになっている。その上

で、中南米地域の中長期的安定の確保、日本

の民間セクターによる経済活動への支援、さ

らに、国際市場への重要資源の安定供給・流

通と日本のエネルギー政策上の利益の確保が

外交課題であるとしている 5。新自由主義の

マクロ政策導入と債務管理、FTA を軸とした

第 1部：対中南米外交の意義づけや ｢戦略｣ はこれまでどのように説明されてきたか

１ 寺田輝介 ｢ラテンアメリカをめぐる国際関係と外交」
(ラテンアメリカ時報No.1385　2008/2009 冬号　p.8)

２ 我が国の中南米政策の経緯と今日の課題について、
恒川惠一「日本と中南米の新たな出会い」（外交
フォーラム 2007 年 10 月号）。

３ 外交青書（昭和 32 年、33 年、34 年）

４  昭和 60 年版外交青書

５ 平成 13 年版外交青書
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地域統合が進展する中、アジアとロシアでの

経済危機では、一国の経済危機が市場を通じ

て世界規模に影響を及ぼすことを示した。前

述の政策説明はこのような事情を反映したも

のと見ることが出来る。政治面では、この時

期は概ね民主主義の定着が進み軍政や内戦へ

の逆行が想定し難くなる一方、一部の国での

ゲリラやテロリストの活動が残存し治安の悪

化が依然課題として認識された。1996 年に

ペルー大使公邸占拠事件を経験した日本は、

貧困及び麻薬問題への対応が中南米地域のテ

ロの根本的解決を図る上で不可欠であるとし

て、この面での外交的取組の意義を打ち出し

ている 6。

2000 年代に入って引き続き民主主義の定

着にますます安定感が見られるようになり、

経済面では特に 2003 年以降の財政と対外収

支の改善もあいまってマクロ経済パフォーマ

ンスは良好な状態を示した。その中でもはや

債務問題は管理可能なイシューと認識される

ようになったばかりでなく、天然資源市況の

好調に支えられた新興経済国としての国際社

会における存在感の拡大が認められるように

なった。他方で、貧困・社会格差の問題は経

済成長がその解決につながっていないとの問

題意識を生んだ。

多国間の国際組織等において中南米諸国が

日本に比較的好意的に投票することが多いこ

とを取り上げて、「日本に好意的な 30 を超

える大票田」として認識されることも多く

なっていた。この「日本に好意的な票」とい

う場合、民主主義、自由経済など基本的価値

を共有することを強調して「共益を語れる」

国々の地域として、その質的価値を強調して

紹介されることもある 7。

これらの経緯を踏まえて、直近の外務省に

よる対中南米外交の基本方針は、[1] 日本と

中南米地域の経済関係の強化、[2] 中南米地

域の安定的発展への貢献、[3] 中南米諸国と

の国際社会での協力、という三本柱をもって

説明されている 

ここまでの変遷を省みて、日本の対中南米

外交政策の説明（「戦略」と称されることも

ある）については、その基本的性格において

二つの特徴が認められる。

一つは、日本の対中南米外交は基本的に中

南米地域の政治的・経済的課題に政策的需要

を見出しこれに対する支援をもって日本の政

策とする発想 (demand driven) である。更に、

これに対するバランスとして国際機関等マル

チ外交の場に於ける得票ないし政策的支持へ

の期待と天然資源へのアクセスに対する期待

を表明することにより、両者の間に互恵関係

を期待するものである。

いまひとつの特徴は、その説明の発信の対

象を国内に強く意識していること (in-reach)

である。すなわち、中南米地域の諸国に対し

て日本がどのような目的意識をもって外交的

投資を行うべきかという、相手国に向けるべ

き政策意図というよりは、中南米地域より何

が求められているか、またこれに応える結果

どのような利益があるか、という説明を国内

向けに行うことに重点が置かれたものといえ

る（ただし、右に対する重要な例外は ｢2 つ

の D｣ に対する支援という考え方であり、こ

れは対外的にも発信し得るメッセージとして

６ 平成 9 年版外交青書

７ 平成 20 年度外交青書

８ 寺田同上参照。なお、当時「２つのＤ」は、民主主
義と経済開発は中南米にとって必要な ｢車の両輪｣

として双方バランスよく支援を行う必要があると説
明され、欧米ドナーに対しては、民主主義の強調の
みでは国家構築の成果は期待しえず、開発努力に対
する支援が同程度に重要である、というメッセージ
を発するツールとしても使われていた。
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意識されていた点で他の説明とは異なる性格

を有していた 8。またそれ故に政策方針とし

ての持続性があったともいえよう）。

一つ目の特徴、すなわち demand-driven と

なることの背景事情として、ひとつには日本

の最大の外交ツールが ODA であること、あ

るいは少なくともそのように認識されてきた

ことが指摘されうる。特に、1980 年代後半

から 1990 年代初頭にかけては、一方では日

本が巨額の貿易黒字を還元することをもって

国家事業とするような時代にあり（資金還流

措置）9、他方で中南米地域では累積債務問

題と民主化の時期が重なった結果、対中南米

「支援外交」はその頃に絶頂期を迎えたとい

える。そのような記憶を外交資産として受け

継ぎつつ、今日に至るまで日本の対中南米政

策は基本的に「支援外交」のパラダイムで構

成されてきたことは否定し得ない。

また、日本の支援を意識しつつ中南米諸国

が国際組織等での日本に対する支持を表明す

ることは、実際に見られた現象と言えよう。

もちろんこれは、こちらからの具体的な支援

措置をもって特定の投票活動に於ける票を獲

得するという直裁的な取引外交を必ずしも意

味するわけではない。しかし、中南米の国々

が民主主義や和平の定着、経済的発展に向け

た道のりを歩む中、遠隔の地の国である日本

が、特段の具体的な政治アジェンダを持ち込

むことなく支援を行う、その寛容さ(generosity)

を評価する表れとして、これらの国が日本の

国際的な利益を支援することは一般的な関係

規定として認められる。この関係をあからさ

まに表明することは外交的には稚拙ではあろ

うが、その連関を強く示唆する政策意図の表

明はこれまでにも行われている 10。

二つ目の特徴、すなわち in-reach 意識の強

さについては、以下の事情をもって説明され

よう。すなわち中南米地域が歴史的、地政学

的に日本の安全保障に死活的な位置を占めて

いるとは国内で一般に認識されていない以

上、中南米外交に携わる実務当局者にとって

は、この地域の政策的価値ないし重要性を自

ら発掘し、これを国会、財政当局、世論に対

して訴え、外交政策遂行に必要な相応の政治

的アテンションとリソース配分を確保するこ

とは重要な任務である。その一方で、中南米

地域諸国との関係においては、要請主義を原

則としつつ支援外交を展開する中で、それは

概して相手国より寛大なものとして歓迎さ

れ、評価されてきたため、あえてその政策意

図を中南米諸国の側に対して説明し納得させ

る需要はあまり高くはなかったという背景が

ある。

以上、これまで日本が中南米地域に行って

きた政策意図の説明振りを概観した。冒頭述

べた通り、本論の目的は、このような対中南

米外交の政策意図を、今日の外交的環境を反

映した形で言い換えてみて、この地域にどの

ような戦略的意識を投影できるものか試みて

みようというものである。

９日本は昭和 62（1987）年以降３年間にわたって民
間資金も含め 300 億ドル（後に 5 年間で 650 億ド
ルに拡張）にのぼる資金還流計画を実施すると表
明した。この一環として、1990 年 4 月末までに中
南米諸国に対し約 55 億 8,000 万ドルの資金協力を
行った。

10 たとえば、2005 年に実施された日本・中米首脳会
談の成果文書「東京宣言」では、日本が中米の平
和と民主主義、及び経済、社会の諸分野に支援を
行うと表明する一方、中米諸国は日本の安全保障
理事会常任理事国入りを支持すると表明している。



ラテンアメリカ時報　No.1387　2009 年夏号

対中南米外交の戦略性を論ずる前提とし

て、そもそもこの地域は日本にとってどのよ

うな戦略的価値があるのかを確認することは

重要であろう。すなわち、はたして中南米地

域は日本が国費を費やして外交的投資を行う

に値する地域か、またその価値はどのように

定義されるか、ということである。

前項で概観したことを踏まえれば、日本の

この地域に対する関心は、従来様々な形で表

現されてきたが、その本質はある程度共通し

ている。したがって、ここで新奇なことを提

起する必要はなく、これまでの認識を整理し

今日の環境に応ずる形で表現する。

外交の目的が自国の生存と繁栄（安全保障

と国際社会での地位向上）を確保・増進する

ことであると想定すれば、その観点から中南

米地域の戦略的価値を再定義すると以下の通

りになると考える。

第一に、中南米地域の諸国は日本が自らの

拠ってたつ主義主張を行い、自己の安全と国

際的伸張を追求するにあたっての安定的な支

持勢力たりえる。

第二に、この地域が日本の経済安全保障の

向上に寄与する可能性を提供している

第一の点については、単に国際組織で日本

が支持を得る票田としての意義を言うのでは

ない。この定義の根拠は以下の通りである。

まず、中南米諸国との間では、日本の安全

保障面でのトレード ･ オフ関係がない。すな

わち、日本が自国の安全や繁栄を追求するに

あたって、地政学上、必然的に国益上の対立

を意識する国は存在しない。したがって、も

ちろん一般論としてではあるが、日本が国際

的な問題について国益を踏まえた主張を行う

場合、中南米の諸国に対しては、案件本位で

外交政策の協議や調整が期待可能である。

次に、概ね過去 20 年にわたり中南米諸国

での民主化の定着と経済の安定が進んだ結

果、日本は基本的に中南米諸国と政治・経済

価値規範 11 の多くを共有する状態に至って

いる。

民主主義、自由経済という基本的価値を基

礎とする統治プラクティスはおよそ不可逆の

段階に達しつつあると見られる 12。ごく一部

の国を例外として認めざるを得ないものの、

地域全体としてみれば、「自由と繁栄の弧」

の 10 年先を行く 5.5 億人規模の中進国市場

が形成されつつある。30 をこえる民主的・

自由経済国家群として、中南米は北米と西欧

に次ぐ地位を占めている 13。

また、一般にあまり広く評価されないこと

ではあるが、中南米地域は、面積 2000 万 k

㎡強（全世界地表面積の約 15％）、人口 5.5

億人の非核武装地域であるということ、およ

び、その中にブラジル、メキシコという新興

第 2部：この地域に何を期待するか

11 国際社会を規定する様々な ｢価値規範｣ の歴史的背
景と現代的特質について、篠田英朗「国際社会の
秩序」( 東京大学出版会、2007)。

12 2009 年 6 月 28 日、ホンジュラスにおいて現職の
セラヤ大統領が軍により拘束され、国外に移送さ
れる事件が発生した。これに対して国際社会は一
致してこれをクーデターと断じ非難している。こ
の事件は中南米地域における ｢時代遅れの｣ 政変
として国際社会にショックを与え、地域の民主化

定着プロセスに汚点を残すものであった。本論執
筆時において問題の解決には至っていないが、こ
の事件に対する米国を含む米州諸国の一致した、
かつ断固たる拒否は、これを機に軍事クーデター
という政治カルチャーを米州において根絶しよう
とする集団的な政治的意図の表明とも理解しうる。

13 同 旨：Michael Reid “Forgotten Continent-The Battle 
for Latin America’s Soul” (Yale University Press, 2007), 
p.4
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国の指導的立場にある国が含まれていること

は、この地域の国際政治上のモラル・ポジショ

ンを高めるものとして再認識されるべきであ

ろう 14。ブラジルは BRIC ｓの中で唯一、核

兵器を保有しない国であり、その上で国際社

会における自国の責任と影響力の拡大を図っ

ていることは、新興国の国家戦略としてその

価値は注目し評価されるべきものである。こ

れに加えて、中南米諸国は 6000 名に近い要

員を国連 PKO に派遣している実績も、国際

平和と安定への寄与として留意に値する 15。

更に、これらの国は、ほぼ共通の言語と歴

史的経験を共有する「兄弟国」としてサブリー

ジョナルなものも含め緊密な政策対話と協調

の政治文化を有していることも、この地域の

大きな特色であり地域としての強みに貢献し

ている。

日本との関係で見れば、日本はこの地域に

おいて比較的大きな歴史的、外交的資産を有

する。日系移住者が 100 年にわたり築きあ

げた「日本人」に対する信頼感はかねてより

指摘されていることであるが、これに加え

て、第二次大戦後の日本の復興・発展の実績

および開発支援の地道な実績は、これらの

国々の日本に対する信頼感の醸成に寄与して

いる。中南米諸国における、日本の国家・国

民のあり方に対する肯定的な感情は世界の他

地域との比較においても高いものと認識すべ

きである。

特に、前述の民主主義、自由経済に着目し

て述べれば、日本と中南米諸国が価値規範を

共有するというに留まらず、日本がこれら「外

来」の価値を受容・導入し、結局非西欧国家

として自らのアイデンティティと尊厳を維持

しつつ国際社会における認知を得た実績にこ

そ、中南米諸国にとっての参照価値があり、

政策的親和性の思想的基盤があることも留意

すべきである（後述）。

但し、中南米諸国の対日認識は、一般的に

未だ浅薄の域を出ない面も注意を要する。こ

れらの国々が歴史的関係の深い欧州、米国と

の間で有するつながりは強く、いわゆるエス

タブリッシュメントを構成する社会層の対外

的関心ないし帰属意識は歴史的にもっぱら欧

州に向けられてきた。また、今日、中南米諸

国の報道機関で日本に独自に特派員ないし通

信員を置くものは２社 16 にとどまり、日本

関連の情報の大半は、欧米メディアの記事を

転載したものである。その結果見られる現象

は、欧米の記事の中から興味本位に選ばれた

「つまみ食い」記事が大勢を占めがちである

ことは止むを得ない現実である。

以上を要約して述べれば、グローバルな諸

課題に関する中南米諸国の認識ないし政策は

日本の考え方と比較的強い親和性を示してお

り、日本が自国の安全（今日的なイシューの

例としては北朝鮮の核や人権状況を巡る問

題）や国際社会に向けたイニシアティヴの実

現（国連改革問題、地球環境問題など）を追

求するにあたって、日本自身のあり方や主張

の正当性をもって議論を行うに政策本位でこ

れに応ずる余地の大きい国々であるといえ

る。しかし、その一方で、これらの国におけ

る対日報道の貧弱さに鑑みれば、政策的協調

14 世界最初の非核兵器地帯条約として 1968 年 4 月に
発効したトラテロルコ条約（中南米 33 か国が締約）
は、領域内での核兵器の実験・使用・製造・生産・
取得・貯蔵・配備等を禁止している。

15  2009 年 4 月現在の派遣実績は、ウルグアイ (2523)、
ブラジル（1342）、アルゼンチン (888)、チリ (518)、

グアテマラ (241)、ペルー (232)、エルサルバドル
(110)、エクアドル (91)、ホンジュラス (12)、コロ
ンビア (7)（http://www.un.org）。

16  O Globo（ブラジル民放）、および El Comercio（ペルー
民放）
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の成果は日本政府や諸機関の意識的な情報発

信あるいは説明努力によるところが大きいと

いえる。

中南米地域の戦略的価値の第二、すなわち

この地域が日本の経済安全保障の向上に寄与

する可能性を提供しているということについ

ては、以下の通り説明される。

冒頭述べた通り、中南米地域が有する天然

資源および食料の生産地および輸出産品市場

としてのポテンシャリティは、高度経済成長

期の頃から十分認識されておりあらためて論

ずるまでもない。今日、右に加えるべき要素

として、程度の差こそあれ域内各国の所得が

概して上昇し中間層の形成が進んでいるこ

と、堅実な経済政策が定着し累積債務やハイ

パーインフレといった極端な不安定要素が克

服され経済に安定性、予見可能性が増したこ

とが認められる。更に、たとえばメキシコの

電機や自動車、ブラジルの鉄鋼などの例に見

られるように北米、欧州の大消費地を市場

とした輸出産業が拡大かつ高度化しており、

更に、そのうち機械製造業については、そ

こに日本から中間財の輸出を行うサプライ ･

チェーンが形成されるといった現象も見られ

る 17。

総じて、中南米地域では経済政策やビジネ

ス環境の面で多様化、安定化を増しつつあ

り、従来型の認識を越えた「底力」のある経

済を示しながら日本企業の世界戦略の一翼を

担う可能性も示しつつあるといえる。

近年のアジアと中南米の地域間経済関係に

ついてみてみると、グローバリゼーションの

現象として物流、金融、情報の流通が格段に

拡大した結果、地理的に遠隔であることの経

済上の制約がますます縮小してきた。これに

伴い、従来未開拓とされてきたアジア＝中南

米間の経済関係が顕著に拡大した。例えば

1999 年から 2007 年までの間に、世界の総

貿易量は 2.4 倍に拡大したが、その間に中南

米と東アジアの地域間貿易量は 3.9 倍の伸び

を示している。但しこのような拡大傾向の牽

引者は中国であり、これに比して日本のプレ

ゼンス縮小が指摘されるのも事実である 18。

日本ではかねてより、日本企業の中南米に

対するビジネス認識と事業展開の実績はその

ポテンシャリティに鑑み不十分であるとする

見方と、歴史的な経緯と実績に鑑みれば慎重

に対応すべきであるとの見方が存在する。中

南米諸国は伝統的にはいわゆるメディアム ･

リスクの市場と見られることが多い が 19、過

去ハイパーインフレや一部の国における杜撰

な債務管理の記憶が、日本の企業関係者の認

識に影響を与えてきたことは否定しがたい。

また、中南米諸国が国営事業の民営化と外資

への開放を急速に進めた 1990 年代は日本の

経済が困難な状況にあった時期と重なり、そ

の波に乗れなかったことも、今日までに日本

の経済プレゼンスが相対的に低下したことの

理由としてあげられる。

日本と中南米地域の経済的関係について将

来性が語られるとき、そこには中南米地域自

身がもつダイナミズムや潜在能力に対する評

17 在メキシコ日本国大使館の調査によれば、昨年メ
キシコは日本から中間財を中心に 110 億ドルの保
税輸入を行い、メキシコはこれを製品化して米欧
等に 143 億ドルの輸出を行っている。

18 例えば上記期間の間に中国と中南米の貿易量は
12.6 倍の増加を示しているが、この間我が国と中
南米の貿易額は 2.0 倍にとどまった。その結果、

中南米諸国の貿易額に占めるシェアは、この間中
国が 1.2％から 6.9％に増大したのに対し、日本は
4.2％から 3.8％に減少している。

19 米の大手格付け会社がペルー、ブラジルの長期外
貨建てソブリン債の格付けを投資適格に引き上げ
たのは 2008 年 4 月であり、中南米に於ける投資
適格国はチリ、メキシコを加えた 4 カ国に留まる。
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価と共に、日本との経済関係の現状は不十分

であるという、主観的な評価のニュアンスも

しばしば含んでいることも念頭に置くべきで

あろう。かつてはそれが「未飽和」（本来享

受すべきレベルに達していない）の観点から

語られていたが、近年ではアジア諸国なかん

第 3部：我が国の外交的関心の観点から、中南米を巡る環境をどのように認識するか。

日本が中南米に対して有する戦略的価値を

上記のように認識するとして、この価値を日

本の利益に結び付けるにあたり、現在の環境

をどのように理解すべきかについて、地域内

の環境、および域外諸国との関係について概

観する。また、日本が中南米に対して外交的

関与を行うにあたって、踏まえておくべき環

境についても検討する。

結論を先取りして総括すれば、多様化、相

対化の進行と捉えることが可能と考えられ

る。

中南米地域内の状況 ( 内的環境 )

中南米地域の政治環境を見るときに、今日

最も関心を集める現象の一つが左派勢力の拡

大であろう。

「21 世紀の社会主義」を標榜するベネズエ

ラのチャベス大統領の政治スタイルが兎角世

上の関心を集める傾向にあるが、同大統領

の提唱する「米州ボリバル代替構想 (ALBA)」

に加盟する各国 20 が急進的な国内政策とナ

ショナリスティックな対外キャンペーンを展

開している。その一方で、ALBA への加盟に

至らずとも国際市場経済に対して強い留保の

姿勢を示す国 21 や、政策的にはいわゆる中

道左派としてこれまでの政策を穏健に修正し

てゆく傾向を示している国 22 が輩出しつつ

ある。

これらの左派勢力は、2006 年頃より地域

内の勢力として存在感を誇示するようになっ

たが、その政策の基本は、冷戦期の左派とは

区別すべきものである。

すなわち、今日中南米でいわゆる左派とい

われる政権は、（キューバを除き）マルクス

主義との直接の連関はなく、新自由主義経済

に対する社会プログラム重視の視点からの代

替政策モデルとして始まったものとみられ

る。また、これは上述の通りその政策スタイ

ルにおいて多様な展開をみせている。

以上の動きについては、その背景として二

つの点をあげることが出来よう。ひとつは

1990年代に導入された新自由主義的な経済・

財政政策が、累積債務や財政赤字などの問題

に一応の解決を与えたものの、これが貧困問

題や社会格差の問題に応えていないとの政治

運動がある。もう一つは、民主化の定着が進

むに伴い、票田と世論の基盤が広がりを見

せ、社会の底辺を構成する所得層や原住民社

ずく中国の急速な進出をにらみながら日本の

経済機会の逸失を懸念する「立ち遅れ」の議

論もしばしば聞かれる。このような認識が、

中南米に対してどう向き合うべきかという問

題意識を関係者に投げかけていることも事実

であろう。

20 ベネズエラ、キューバ、ボリビア、ニカラグア、
ドミニカ国、ホンジュラス、エクアドル

21 たとえば、アルゼンチン

22 たとえば、グアテマラ、チリ、パラグアイ。なお
エルサルバドルは 2009 年 6 月に旧内戦ゲリラで
あり急進左派といわれる FMLN が政権に就いたが、
同政権の擁立により当選したフネス大統領は穏健
な中道左派を指向するともいわれている。
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会層に対して配慮や連帯を強調することが、

政治アジェンダとしてより大きなものになっ

たという事情もあろう。

他方、これらの「左派政権」の国が社会プ

ログラムを拡充しようとする場合、これにと

もなう財政コストは、生産性の向上などを通

じた経済成長をもって確保するとは想定され

ず、天然資源の開発と輸出による収入に依存

するところが大きい。したがってこの運動は

天然資源価格の高騰に強く支えられた性格を

持っており、「左派政権」にとって天然資源

の管理は強い政策的要請となる。この結果、

これらの国では資源に対する国家の管理をめ

ぐって外国資本との摩擦が顕在化する場面が

増えてきた。また、天然資源を介した国際的

連携の動きとして、ペトロカリブ構想 23 の

ようなイニシアティヴもみられる。

前述の通り、中南米の左派運動はもともと

社会プログラムでの政策的挑戦を動機として

力をつけてきたものであるが、その後これが

米国のブッシュ政権に抵抗・対立するレト

リックを強く帯びつつイデオロギー的、地政

学的色彩を強めてきた。また、中国、ロシア、

イラン等の新興の域外勢力もこれを意識しつ

つ外交活動を活発化させるに至る（後述）。

これに対する米国の対応は、ブッシュ政権の

時期も含め自制的である。

このような「左派政権」の輩出や勢力の拡

大が見られる一方、メキシコ、コロンビア、

ペルーなどは政治キャンペーンとして社会主

義は掲げず、対米関係も良好に保ちつつ、社

会インフラ整備や貿易・投資の促進を通じた

成長戦略を遂行しながら、その中で格差問題

や貧困問題に対応するアプローチを取ってい

る。また、当初急進的な公約を掲げて登板し

たブラジルのルーラ政権は、その後穏健な経

済運営を進め実績を挙げている。したがって、

近年の現象をもって中南米地域諸国が全体的

に左傾化しつつあると理解するよりも、社会

問題の解決という課題に対して政策的認識を

強めつつ、これに向けたアプローチが多様化

しつつある状況と捉えるべきであろう。

次に、域内国際政治の動きに目を向ければ、

域内統合・政策協調の新たな展開がみられる。

地域統合は中南米で伝統的な国際政治のア

ジェンダであり、これまでも様々なレベルや

地理的範囲で統合の構想が進められてきた。

従来の統合の運動は基本的に政治的動機に

主導されたものであるが、それらが一層その

統合機能を発揮するにあたっては、各国の主

権との調整においてブレークスルーは実現せ

ず、今日そのダイナミズムは概ね低調である。

また、1990 年代の米州自由貿易協定 (FTAA)

構想頓挫を受け中南米地域では域内国どう

し、あるいは個別に域外主要経済（米、EU

など）との FTA の締結が進み、FTA の重層

的なネットワークが形成されてきた。この、

FTA による通商面での法的インフラに比して

実体上の経済の統合（例えば地域内貿易量や

地域内でのサプライ・バリュー・チェーン

の形成）は、例えば東アジアと比べ低いレベ

ルに留まっておりその進捗は未だしの感があ

る。

他方、一部のサブリージョナルな統合組織

においては、共同で対外折衝や対話を行うに

あたり、共通のポジション形成の需要が高

23 ベネズエラが中米、カリブ地域の小国と締結する
石油供給の取り決めで、石油代金の一部を長期信
用ないし他産品の現物支給で決済することを認め
るもの。ベネズエラ、キューバ、ドミニカ共和国、

ニカラグア、ホンジュラス、グアテマラ（未批准）、
カリブ共同体諸国（トリニダード・トバゴおよび
バルバドスを除く 12 カ国）。
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まったことから、その調整のため域内国の間

でさまざまなレベルでの対話の頻度や密度が

上がっており、これが政治的な連携や統合の

機運を高めている現象が看取される 24。

地域連携の視点から中南米全体を鳥瞰すれ

ば、ブラジルが地域の安定勢力としての役割

を強化しつつある。2008 年 12 月にブラジ

ルの唱導のもと中南米 33 カ国による「ラテ

ンアメリカ・カリブ諸国首脳会議」を開催し、

米国抜きでの連合体「ラテンアメリカ・カリ

ブ連合」の設立に合意した。この会合には、

ラウル・カストロ・キューバ国家評議会議長

が就任後初めて国際会議に出席し、キューバ

のリオ・グループ加盟が認められた。この一

事をもって、中南米の全体的左傾化ないし反

米化を論ずるべきではない。今日「中南米の

キューバ化」は起こりえず、「キューバの正

常化（脱共産主義へのソフト・ランディン

グ）」を指向した動きの一環と理解する方が

自然であろう。

経済面では、2003 年以来 5 年間続いた「好

調経済」は転換期に入った。米国発の金融危

機は、資金調達の困難、輸出の減少、在米移

民からの送金の減少を通じて中南米諸国のマ

クロ経済に影響を及ぼしつつある。ブラジル

について比較的早期の立ち直りを指摘する見

方もあるが、地域全体で見れば数年単位で実

体経済上の影響を想定すべきであろう。ま

た、今回の一次産品価格の急落に伴い、これ

までの好調経済が相当程度一次産品市況に依

存していた実態も顕在化している 25。中南米

諸国のマクロ、金融、貿易のパフォーマンス

は従来の経済危機時に比し格段に改善してお

り、外的ショックに対する抵抗力は改善され

ているのは疑いのないところではあるが、世

界的な経済停滞が続けば、今後のマクロ経済

状況に格差が生ずる可能性が看取される。そ

の中で、自由主義経済に対する確信の揺らぎ

をどのように政策的に処理するか、先述の「左

派勢力」の動向も相まって、当面、流動化が

進む可能性は否定されない。

中南米と域外諸国との関係 ( 外的環境 )

中南米諸国と域外の主要国・地域との関係

をみると、まず対米関係については、その相

対化が進展しつつある。ブッシュ政権の下で

米の対中南米外交指導力はかつてなく低下し

たといわれ、オバマ米新政権に対する期待の

高まりもみられるが、オバマ政権が直面する

外交環境に鑑み、その外交において中南米地

域が占めうるプライオリティについては否定

的に観測する向きが多い。

実際、政権の如何にかかわらず近年米国で

は政治関係者や政府当局者の中南米に対する

関心がかつてなく低いことが一部の関係者に

よって指摘されている。これにはいくつかの

構造的な要因が指摘しうる。

ひとつには、ポスト冷戦期の今日、米国と

中南米諸国の外交関係が米国自身の軍事的・

経済的安全保障に与える影響が極めて小さく

なっている。換言すれば、今日中南米におけ

る他のプレイヤーの動向が米国の安全保障問

24 例えば中米諸国は米との FTA(DR-CAFTA) を締結し、
現在 EU との EPA を交渉中であるが、これら対外的
に共同で交渉するにあたり、対処方針調整などの
プロセスを通じ、相互の意思疎通と信頼構築の実
績を積んできたことは近年の注目すべき進捗とい
えよう。2008年 10月にはカリブ共同体 (CARICOM)
と EU が EPA に署名した。また、いずれも日本と
の間では定期的な政策協議を実施している。

25 米州開発銀行（IDB）は、金融危機が勃発するに
先立つ 2008 年 4 月のセミナーで、中南米主要 7
カ国の経済パフォーマンスを分析し、かつてに比
し改善は認められるものの（チリをのぞけば）限
定的であり、またその好調経済の原因が一次産品
の価格に依存する面も指摘して楽観論に留保を呈
する報告を行っていたことが注目される (“All That 
Glitters May Not Be Gold” (http://www.iadb.org))。
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題に直結するものと緊迫感をもって受け止め

られていない。かつてキューバの共産革命は

ソ連の核ミサイル配備計画を誘導したが、今

日チャベス大統領の反米的なキャンペーン

や、ロシア、イランとの外交的接近に拘らず、

米国はベネズエラの最大の石油輸入国であり

続けている。

また、中南米地域が過去 20 年強にわたり

紆余曲折を経ながらも民主主義と自由経済の

定着が進み、概ね安定した国家群としてその

立場を確立しつつあることで、かえって米国

の世論に対する動員力を失っている。今日、

国際的な世論の関心と政府の政策動機は、飢

餓、貧困、内戦を契機としてアフリカに、あ

るいは国際テロを契機として中東に向いてお

り、中南米との間で最も深刻なイシューとさ

れる麻薬や移民といった政策課題は、政治や

世論のシンパシーを得ることなく当局者間の

実務的な処理に任される傾向にある。

このように米国の中南米地域に対する戦略

的認識が薄まりつつある中、域外主要勢力が

外交攻勢を強化する現象が見られる。

中国は、先述のとおり通商関係の急速拡大

が先行しつつも、政治的にも関係強化の意志

を示しつつある。2008 年 11 月、ペルーで

の APEC 首脳会合に出席した胡錦濤国家主席

は、同国を公式訪問したほか、コスタリカと

キューバを公式訪問した。ロシアのメドベー

ジェフ大統領は、同じく APEC 首脳会合の機

会にペルー、ブラジル、ベネズエラ、キュー

バを訪問している。両首脳の中南米歴訪は、

「米国の裏庭」に対する挑戦的外交として日

本でも大きく報じられた。なお、同年 12 月、

中国外務省は「中国の対ラテン・アメリカ・

カリブ政策」と銘打った政策ペーパーを発表

し、政務対話、経済協力から文化、軍事まで

幅広い分野での協力深化を謳い、win-win の

関係を構築するとしている。

これら中国とロシアの外交パフォーマンス

は、両国の政策的意図を比較的素直に表して

いる。すなわち、ロシアは、反米的姿勢をと

る国あるいは地域の大国との関係強化を活用

する形で中南米に対する外交的布石を拡大す

る意図を顕在化している。ただし、かつての

ソ連とは異なり、米国の安全保障上の関心に

挑戦する意図は有しておらず、｢大国｣ とし

ての外交の幅の拡大に努めていると見るのが

正当であろう。中国の中南米に対する外交戦

略はより分りやすいところがあり、すなわち

資源と食料の確保、台湾との外交競争 26、お

よび途上国の雄としての存在感誇示であると

理解することが出来る。なお、イランのアフ

マディネジャード大統領も 2007 年 1 月にベ

ネズエラ、ニカラグア、エクアドルを訪問し

た 27。

総じて中南米における国際政治は新たな域

外のプレイヤーを得て多様化の様相を呈しつ

つあることが観察される

我が国との関係を巡る環境

日本が中南米諸国に対して外交的な関与を

継続、強化しようとするとき、踏まえておく

べき環境の変化について検討する。ここで

は、①外交ツールとしての ODA の限界、②

我が国のプレゼンスの相対化、③我が国と中

南米の相互関心の多面化、の 3 点に整理し

26 コスタリカは、他の中米諸国が台湾との外交関係
を維持する中、2006 年に台湾と断交の上中国と外
交関係を結んだ。なお、今日台湾が外交関係を有
する国は世界全体で計 23 カ国、そのうち中南米は
約半数の 12 カ国。

27 イランは 2006 年より ALBA にオブザーバーとして
参加している。
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て述べることとする。

まず、外交ツールとしての ODA への依存

がますます難しくなっている現実である。平

成 21(2009) 年度の我が国 ODA 予算はピーク

時の 12 年前（1997 年度）に比して 42.5％

減少している 28。また、日本の経済協力政策

の重点は地域的にはアジア、アフガニスタ

ン、パキスタン、アフリカにおき、中南米地

域は我が国経済協力の重点方針では最後尾に

位置する 29。中南米諸国に対する ODA 供与

実績は 1999 年に 8.14 億ドルであったのが、

2007 年には 2.26 億ドルへと 1/3 以下に減

少し、中南米に対する援助が日本の ODA 合

計に占めるシェアも同じく 7.8％から 3.9％

に減少した。

日本の中南米地域に対する援助実績の減少

は、ひとえに我が国のみの事情によるもので

もない。中南米の国々の側でも、ODA の需

要が低下する事情はある。一つには、所得が

全般的に改善し援助需要が量的に減少した事

情も指摘しうる。メキシコは 1999 年以来、

円借款も含め資金協力は実施されていない

( 草の根・人間の安全保障無償資金協力を除

く )。所得の改善により一般無償援助の適格

国も減少している 30。例えばコスタリカやエ

ルサルバドルのように、債務管理の観点から

新規の対外借款の受け入れには議会の承認を

必要とする条件をつけ自制的に対応する国も

ある。

以上を鑑みるに、あくまで以前との比較に

おいてではあるが、日本の対中南米外交にお

ける ODA の意義付けは相当程度変化してき

たといわざるを得ない。したがって、援助を

供与することで日本が外交資産を積み上げる

という手法は、従来に比し極めて困難になっ

てきており、またそれ故に、中南米諸国との

外交においては他のアジェンダを発掘・開拓

する需要が以前に増して強まっている。

日本のプレゼンスの相対化については、あ

らためて指摘するまでもなく、広く認識され

ているものと考える。プラザ合意からバブル

経済の終焉の間の期間（1980 年代後半）が、

一般に日本の国際的プレゼンスの最も大きな

時期と考えられるが、歴史的に米国に対して

複雑な歴史的感情を持つ中南米諸国にとっ

て、経済的にこれに急迫する日本は、単に経

済大国としてのもの以上の外交戦略的魅力を

提供していた。すなわち、対日関係を強化す

ることで対米外交上のカードとするとの発想

が一部の中南米主要国の態度に看取すること

ができた。

既述の通り、今日中国の経済的進出は目覚

しいものがあるが、これに伴い相対的に日本

の存在感が薄れつつあるとの懸念は、現地の

多くの関係者より聞かれる。今後のアジアと

中南米の地域間経済関係は、当面は中国が牽

引する形で拡大してゆくことは不可避であろ

う。更に、前述の通り、中南米地域における

米国の影響力に変化が見られることを受け、

他の域外主要国の外交的働きかけがみられ、

また一部の中南米の国はこれを外交的に積極

的に活用しようとする動きを見せている。そ

の中で、中南米諸国の政府や経済界の指導者

が、諸案件の取組にあたって日本との関係、

28 平成 9 年度 ODA 予算は 1 兆 1687 億円、平成 21
年度予算では 6722 億円

29 外務省国際協力局「平成 21 年度国際協力重点方針」
(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/
pdfs/21_jyuten.pdf)

30 最近ではグアテマラが 2006 年をもって一般無償援
助を ｢卒業｣ した。現在、中南米で一般無償援助
を実施している国はハイチ、ニカラグア、ボリビア、
ガイアナ、ホンジュラス、パラグアイ、スリナム、
エクアドル、ペルー。
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以上の観察を基に、対中南米地域外交のあ

り方の考察を試みる。まず、前述の戦略利益

を踏まえた上で対中南米外交の活動目標の定

義を試みる。さらに、既存の外交手段を前提

に、当面我々が取るべきアプローチのあり方

について考察する。

対中南米外交の活動目標

先に、日本が中南米に期待しうる戦略的利

益は、一つにわが国の国際的な主張、安全、

国益を追求する際の支持勢力たりえること、

および日本の経済安全保障に対する貢献の可

能性であると想定した。

このような利益を追求するために、日本が

外交資源を用いて目指すべきことは何か。こ

の規定にあたって、先述の地域を巡る諸環境

を踏まえる必要がある。すなわち、中南米諸

国が全般に多様なアプローチをとりつつ民主

化と持続的発展の道を進みつつあること、米

欧の歴史的に関係の深い国々のみならず新興

の域外有力国がこの地域における関与の意図

を強めつつあること、また、今世紀は世界に

於けるアジア地域の比重が増大する中、中南

米諸国が外交上、経済上の政策決定を行う際

にアジアとの調整や連携の需要は拡大するこ

とが不可避と見られることなどである。

したがって、当面日本が外交資源を投入し

て追求すべき目標は、以下の通りと考える。

第 4部：対中南米外交のバージョン・アップ：いまやるべきこと

日本の利害に意を用いる程度は相対的に低下

していることは、事実として目を背けること

は出来ない。特に中南米の場合は、前述の通

り 20 年ほど前に日本に対してある種の外交

戦略的な期待感が高かった時期があるだけ

に、今日これとの落差は、他の地域における

よりも大きく感ぜられる側面もあるだろう。

したがって、かつて日本と中南米諸国の

関係を伝統的に規定する二大要素であった

ODA ドナー、工業製品輸出元としての日本

の存在は、量的には縮小しつつ変容し、日本

は中南米の国際政治におけるメインの域外プ

レイヤーとしての役割を終え、メジャー・プ

レイヤーの一員として、他の域外プレイヤー

が参加する中で国益の追求を図る必要に迫ら

れている。

そのような中で、最近の日本と中南米の関

係や相互に抱く関心が多面化しつつあること

も指摘されるべきである。前述の通り、日本

の中南米に対する関心は伝統的に天然資源の

輸入元、製品の輸出先であり、ODA による

支援の需要であった。今日、中間生産地とし

ての投資を含めた経済関係をにらみつつ、経

済連携協定（EPA）、投資協定（BIT）という

形での法制度面での整備に対する関心が高ま

りつつある 31。また、デジタルテレビの規格、

高速鉄道 ( ブラジル )、大量都市交通システ

ム ( パナマ ) など、基礎インフラの規格導入

をめぐる競争を米 ･ 欧などと展開している。

また、地球環境問題、人間の安全保障など、

日本が重視するグローバルなアジェンダにつ

いて、中南米諸国とこれを共有し促進する努

力が行われている。

31 日本は EPA をメキシコ (2005 年 )、チリ (2007 年 )
と締結し、現在ペルーと交渉中である。また、コ
ロンビアとの BIT 締結に向けた交渉が行われてい
る。



ラテンアメリカ時報　No.1387　2009 年夏号

第一に、中南米地域諸国が、安定した民主

主義、自由経済圏として国際社会における存

在と責任を増してゆくことが、日本と世界の

安全と繁栄につながる戦略的利益と位置付

け、日本がその実現に向けてプロアクティヴ

に働きかけてゆくこと。

第二に、日本が太平洋両岸を結ぶ協力

に先導的役割を果たし、中南米諸国に

とって、東アジアにおける第一の対話相

手 (interlocutor)、 な いし第一の相談相手

(conferee) の地位を維持 ･ 確保すること。

これは、一般にいわれるような、伝統的友

好関係の強化・増進という命題の延長で認識

されるものとは異なるものと考えたい。すな

わち、先方の政府やビジネスの指導者が、自

国の安全や経済的伸張を図るため種々の判断

を迫られる際に、日本との関係や日本の関心

にどれだけ意を用いるか、あるいは日本との

調整や連携にどれだけの利益を認めるか、と

いうレベルの問題である。換言すれば、先方

政府、経済指導者のマインド・シェア確保の

問題といえよう。

このような関係を基礎にして日本の安全や

経済的利益に対する考慮に一層の誠実性と好

意度を期待し、その中での相互の信頼感を通

じて、我が国企業が中南米において活動を展

開するためのビジネス環境の改善につながる

ことを期待するものである。

アプローチ

上記の目標の実現に向けて取るべきアプ

ローチはいかなるものが想定されるか、既往

の外交方針を踏まえつつ、今後当面の外交活

動においてより力を傾注すべき政策手段と、

その分野について考察する。

既述のとおり、中南米地域における外交環

境が多様化・相対化しつつある。経済上の言

葉を借りれば、市場に多数の参加者がある中

で、値引きに頼らず競争優位を確保するため

に必要な施策は「差別化戦略 (differentiation 

strategy)」である 32。

日本がこの地域に対して、自らの政策意図

と、interlocutor としての自らの価値につい

て、米欧の歴史的に関係の深い国とも新興国

ともことなる独自性を強調しつつ、現地の世

論及び指導層に印象付ける努力が必要であろ

う。

問題はどのような点で差別化を図り、その

ために具体的にどのような行動を起こすべき

か、ということであろうが、「言うは易し」

との批判は覚悟しつつ、以下の通り所見を述

べる。

何をもって差別化を図るか

今後相当の期間にわたり、日本の経済的プ

レゼンスは中南米を含め国際社会にインパク

トを与えることになるとは期待できない。ま

た、ODA の現状が望ましい状況とは思われ

ず減少傾向に反転を期する必要があるが、そ

れでも、1980 年代の資金還流計画の頃のよ

うな量的な圧倒感の再来は望むべくもない。

現在手持ちの外交資源を用いつつ、如何に付

加価値をつけるか、という観点から、差別化

を図る方策を考える必要がある。いかにして

日本の ｢ソフト・パワー 33｣ を具体的に表現

して援用するか、ともいえよう。

32 自社独自の異質な製品・サービスを創造すること
によって、競争企業による模倣を困難にさせる戦
略。技術やブランドなどの特異性が差別化をも
たらし、低価格政策をとらずに高収益が実現でき
る（金森久雄ほか編 ｢経済辞典第 4 版｣ ( 有斐閣、
2006)。

 
33「ソフト・パワーとは自国が望む結果を他国も望む
ようにする力であり、他国を無理やり従わせるの
ではなく、味方につける力である。」（ジョゼフ・S・
ナイ著「ソフト・パワー」（山岡洋一訳、日本経済
新聞社、2004）P.26）
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日本の差別化に用いるべき価値はどこに見

出しえるか。ここでは 3 つの点について考

える。

第一に、明治以来の近代化を経験した日本、

戦後の経済復興を成し遂げた日本の姿であ

り、その結果日本人がほぼ共有する国のあり

方や国際社会についての規範意識である。

日本は、民主主義、自由経済といった基本

的価値を中南米諸国と共有していることは何

度も述べてきた通りである。しかし、国内向

けの説明はそれで足りるであろうが、中南米

諸国に向けて発すべきメッセージとしては、

そこで説明が終わってしまっては、西欧のコ

ピー国家としての存在にとどまってしまう。

米国にとっては、「自由主義」「民主主義」の

価値規範は建国の大義であり、その普遍化は

国家的ミッションとされていると言うことが

出来よう。欧州は、民主主義、法の支配、人

権など、歴史的には一部の西欧諸国を舞台に

醸成された価値規範を、EU という組織を媒

体として、27 カ国、約５億人のアイデンティ

ティとして提示している 34。

したがって、日本がここで「差別化」を図

ることが出来るとすれば、それは日本が異文

化発祥の価値規範を受容し消化・適応してき

た実績であり、また、自国文化を保全し文化

的多様性を尊重しつつ経済発展とグローバリ

ゼーションの受容を図り、主要先進国として

の地位を獲得した経験であろう。

また、その経験の結果日本が「国家構築

(State-building)35」のために重要と考える要

素、すなわち例えば国策としての教育や保健

の重要性、治安組織のモラルと信頼の重要

性、産業インフラ、なかんずく物流の整備に

向けた投資により期待しうる経済上の効果、

環境と成長の両立 ( 省エネの実績を含む )、

さらにはこれらを通じ経済社会開発が進むこ

とで潜在的な紛争要因が国家アジェンダの中

で相対化されることへの期待などが強調され

るべきである。

非西欧民主主義先進国であり国際社会の責

任あるメンバーとして、このような日本の考

えや思いを、特異性 (exoticism) ではなく普

遍性 (universality) を持つ価値として発信し続

ける努力が、日本を欧米諸国のみならず、ア

ジアの他の主要国との関係においても差別化

を実現する方法であるべしと考える。

日本は中南米諸国と「価値観を共有」する

ということを、国内向けではなく中南米の要

路に訴えるということは、すなわち中南米側

から見ても日本は東アジアにおいて価値観の

共有を期待できる有力なカウンターパートで

あるとの認識を得さしめるということであ

り、このことが戦略的課題である。

なお、日本が発信すべき価値として「平

和」を掲げるべしとの主張もあり得る。確か

に、｢平和｣ は日本人にとって特別な意味を

持つ重要な価値規範である。ただし、この場

合、日本の戦後史の中で「平和」という言葉

が被った皮膜を落とす困難な作業がある。多

34 また最近では、EU 諸国の国家間関係を捉えて欧州
諸国を ｢ポスト近代国家｣ と規定し、これを 21 世
紀の国際社会の行き着くべきあり方であるとして
独自の国際政治上のポジションを主張する有力な
議論も見られ、これはヨーロッパの米国に対する
｢差別化｣の議論として見ることも可能であろう（ロ
バート ･ クーパー著 ｢国家の崩壊－新リベラル主
義と世界秩序｣（北沢格訳、日本経済新聞出版社、
2008））。

35 「国家構築」は「新規の政府機構の創立および既存
の機構の強化」と定義され、破綻国家が貧困、エ
イズ、麻薬、テロなどの温床となることからその
国際的取組みの重要性が指摘される。また、そこ
では強固な統治機構をいかにして途上国に定着さ
せるかが課題とされている (F. Fukuyama “STATE-
BUILDING: Governance and World Order in the 21st 
Century, Cornell University Press, 2004, p.ix)。
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くの日本人にとって ｢平和｣ の概念は、唯一

の被爆国としての立場や、戦争の惨禍は二度

と繰り返してはならないという ｢8 月の思い

｣ ともいうべきものであるが、今日国際社会

に発すべき政策価値として実際に求められる

ものは、より具体的な方法論であろう。たと

えば、憎悪と報復の連鎖を断ち切ることが紛

争後の平和構築に不可欠であるとの命題と、

その観点から経済社会の復興が平和醸成に果

しうる効果（「平和の配当」）について、自ら

の体験 36 と支援実績 37 に基づいたメッセー

ジの発信が重要であり、例えば国連 PKO へ

の協力などの実績をもってさらにその信頼性

を強化する努力が鍵となると思われる。換言

すれば、日本が「平和」を提起するとき、過

去の記憶としての平和の価値ではなく、やは

りこれも日本の戦後経験や今日的な政策課題

としての価値規範の発信とすべきであろう。

二番目に、気候変動、軍縮・不拡散、人間

の安全保障などの、グローバルな課題に対す

る日本の視点を踏まえた問題意識と解決への

方法論の発信能力も、日本を他のプレイヤー

から差別しうる契機となり得るものであり、

政策的にはこれを最大限活用すべきである。

このような政策の発信力を支える要素とし

て、日本の有する技術力は、重要な差別化要

因であることはいうまでもない。特に、環境

問題に関して日本が発するイニシアティヴ

は、省エネを含む環境技術の裏付けがあって

こそ説得力をもち、単なる政治的プロパガン

ダではないことを示しうる。また日本の企業

が、輸送、通信、エレクトロニクスほか様々

の産業分野で、その技術をもって国際標準を

確立し、あるいはその定着に向けて競ってい

ることの意義に注目すべきである。日本の技

術が国際標準として確立すれば大きなビジネ

スチャンスが期待されることはもちろんであ

るが、競争に参加している日本の姿は、その

経済力が規模だけではないということを示

し、他のプレイヤーに対する差別化の効果も

大きいからである。

三番目に、中南米地域に有する歴史的資産

を指摘し得る。先にも述べたが、日系移住者

が営々と築き上げた民族的な評価と敬意や、

中南米諸国が民主主義の定着と経済困難の克

服に努めた 1980-90 年代に日本が行った支

援の記憶は、日本に独自のモラル・ポジショ

ンを与えている。

この歴史的資産としての日本に対する評価

を将来に向けて維持・向上するにあたって

は、国が全体として有する「行儀」(decency)

とでもいうべきものを高く保つ努力が不可欠

であろう。幸い、これまで日本が中南米で歴

史的な資産を積み上げる過程では、日本の国

としてのあり方が偽善や独善、あるいは打算

といったネガティヴな評価をもって受け止め

られることはなかったといってよい。ビジネ

スや政府の立場から中南米で活躍した諸先輩

の努力に負うところが大きいし、寛大な支援

外交がこれに寄与した面もあろう。若干精神

36 中南米に限らず、我が国を訪問する賓客や被招聘
者は概ね広島の訪問に強い感銘を告白するが、こ
れは、原爆関連史料の視察のみが契機ではないよ
うで、一つには「望むものは米国への報復ではな
く核廃絶である」という被爆者の証言が与える
ショックであり、いま一つには訪問前に想像する
広島の姿と実際の都市風景のギャップが与えるイ
ンパクトもあるようである。また、例えば Mazda
という世界ブランドが広島出身であることも多く
の人にとっては新鮮な驚きのようである。

37 我が国の平和構築支援は、1990 年代のカンボジア
和平への協力がその初めての本格的な事業として
知られるが、中米紛争後の和平支援は、その規模
や知名度において遥かに及ばないものの、初歩的
な段階ながら日本が平和構築への貢献を政策目標
に置いて復興協力を行うアプローチを意識的に模
索した経験として記憶されてよい。
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論のきらいはあるが、今後日本の物理的プレ

ゼンスが相対的に減少する中にあってこそ、

日本をクオリティにおいて差別化してきたこ

の価値を、謙虚な姿勢をもちつつ正しく自覚

し、これを大事に守るよう、今日の実務担当

者である我々は十分に心すべきであると考え

る。

我が国の差別化はこのような日本が強みと

する社会的価値を外交活動や ODA を通じて

実践することにより、我が国自身に対する信

頼度を高める形で実現を期するほかないと考

える。

｢差別化｣ の手法

上記のような認識をもって我が国の差別化

を図り自らの外交的ポジションの維持向上を

図る場合、外交活動の場では具体的にどのよ

うな手法、手段を用いて実現するか、筆者限

りの経験を基に議論を試みてみたい。

【その１：「量によるODA外交｣からの転換を図る】

もはや対中南米外交に ODA は不必要であ

るとか、減ってもよいという意味では全く

ない。中南米には依然国際社会の支援を必

要とする国は多く、また、日本にとって依

然 ODA は重要な外交のツールである。他方、

実際に前述の通り中南米諸国に対する ODA

の実績が急減し、今後も顕著な回復が期待で

きない。もしも今後、ODA を供与すること

自体や、供与の規模にメッセージを込める外

交スタイルに留まれば、「援助の減少＝外交

力の減退」( 換言すれば ｢金の切れ目が縁の

切れ目｣ ) を認めざるを得なくなる。

もちろん、経済協力当局が、援助理念の構

築と発信に無関心であるわけではない。日本

は援助対象国ごとにきめ細かくその国情を踏

まえた援助指針を作成している。また、外務

省や大使館は経済協力案件を実施する様々な

場で、スピーチや広報資料などの媒体を通じ

案件の趣旨を説明している。

しかしこれらの作業は基本的に、援助対象

国の開発課題の分析と、これへの対応方針策

定という発想に基づいている。日本が実現し

たい政策価値についての意図表明とは必ずし

も一致しない。日本の経済協力が要請主義と

いう原則を前提とすることもその背景にある。

ODA 事業を政策意図の発信機能の観点か

ら注目できないであろうか、というのが本項

の趣旨である。

日本が援助を通じて実現したいものは何

か。なぜ、防災、環境、教育、保健、産業イ

ンフラ等の分野に重点を置いた援助を重視す

るのか。今後、援助対象国に対してこういっ

たメッセージを発することが重要となろう。

日本の経済協力が要請主義を前提とし、ま

た外務本省に於ける政策目的の説明が基本的

に国内向けの情報需要に応えるものである以

上、ここで大きな転換を指向することは政策

的にも適切ではない。むしろ、経済協力の現

場である在外公館においてどのように表現

し、説明するか、という発想からの政策研究

が必要と考える。

たとえば一般無償援助の対象となりえず円

借款のみが適用可能な国に対して、あるいは

資金援助について特定の分野に限り供与対象

とされる国に対して、「日本の制度はこうなっ

ている」といった、供与する側の都合として

の説明ではなく、むしろ「これらの分野で貢

献したい」という日本の意図の表明として説

明することが出来れば、経済協力事業の政策

的な意義は高まるであろう。そういった政策

意図の表現のあり方についての検討である。

また、援助によって日本が実現したいとす

る政策意図の発信を行うにあたり、そのアプ

ローチにおいても差別化は意識されるべきで

ある。日本の得意とするアプローチは「教化」



ラテンアメリカ時報　No.1387　2009 年夏号

ではなく「共有と伴走」である 38。これを強

調することにより、欧米ドナーに対する差別

化を更に効果的にすることが可能である。

見習うべき前例はある。日本はパレスチナ

に於ける ｢平和と繁栄の回廊｣ 構想を打ち出

し、その中で、持続的な和平実現のためには、

「平和の配当」を人々にもたらし、当事者間

の「信頼醸成」を促進することが重要との政

策的命題を提起している。そしてその観点か

ら、日本の役割をイスラエルとアラブ諸国と

の信頼醸成と地域経済協力を推進する媒介役

を果たしていくと規定し、農業団地の設置と

物流の促進を通じて関係者間の協力と信頼関

係を促進し、人々に将来への希望を与える、

というアプローチを採用している 39。

このような例を、援助の目的を政策的意図

をもって説明する手法として参考にすべきも

のであると考える。1 件当たり数百万円規模

の ｢草の根・人間の安全保障｣ の費用対効果

の高さは広く実証され、共有されている。そ

の事業が意図する政策的意図が比較的シンプ

ルであり、かつ直接受益者に伝わるからであ

る。その発想を、より規模の大きいプロジェ

クトや複数のプロジェクトの相関的な効果の

期待として説明するというのが、ここでの課

題である。

以上要約すれば、寛大な (Generous) 援助か

ら大義ある (Righteous) 援助へ向けた、実施

レベルでの工夫と努力が必要であり、そこで

は現場の実情に応じた情報発信の発意と実践

において、在外公館の役割が大きいというこ

とである。

【その２：政策発信を強化する】

先に述べたとおり、中南米諸国は政策本位

での対話を通じて我が国益上の立場や政策的

意思に対する支持を期待しうる条件を備えた

地域と認識できる。したがって、もちろん、

相手国の関心によってある程度選択的に考え

る必要はあるが、これらの国の政府当局との

間では公式、非公式な政策対話の費用対効果

は大きい。我が国は中南米の主要な国と外交

当局者間でハイレベルの政策対話を定期的に

開催しており、相互の政策の理解に寄与して

いるが、これを戦略的ツールとしてどのよう

に活用するかが将来にむけた挑戦である。

我が国は中南米のサブリージョナルなグ

ループ ( メルコスール、中米統合機構（SICA）,

カリブ共同体（CARICOM）) との間で高級事

務レベルでの政策対話を定期的に行ってい

る。SICA および CARICOM との協議では、通

常二国間での協議をもつ機会が少ない国と、

集団的に政策協議が出来るメリットがある。

また、こういった場での協議では、その場で

のクリティカル・マスを形成することで、日

本が訴えたい政策について先方の支持を効果

的に獲得することが可能である。2008 年 5

月、気候変動問題を主題に SICA の首脳会談

が開催され、SICA 加盟（8 カ国）に加えメキ

シコ及びカリブ地域の国も含めた 12 カ国よ

り首脳と環境担当閣僚が集まった。日本は、

その会議の場に代表を派遣し、クールアース

推進構想について各国首脳に説明し支持を訴

えた。その結果、共同声明において 12 カ国

の首脳レベルが一致して日本の構想に賛意を

表明するに至った。

38「我が国は今後、北東アジアから、中央アジア・コー
カサス、トルコ、それから中・東欧にバルト諸国
までぐるっと延びる「自由と繁栄の弧」において、
まさしく終わりのないマラソンを走り始めた民主
主義各国の、伴走ランナーを務めてまいります」（平

成 18 年 11 月 30 日麻生外務大臣講演「『自由と繁
栄の弧』をつくる」）

  
39 平成 18 年 7 月 13 日外務省プレスリリース「小泉
総理中東訪問における対パレスチナ支援について」
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政策情報の発信も重要な外交手段である。政

策情報の発信にはメディアを通じた情報伝播

（いわゆる政策広報）とともに、指導者層に対す

るピンポイントの情報提供が重要である。

政策広報についての一例として、エルサル

バドルでは、「NHK プロジェクト X」の放映

にあたって、日本の大使や大使館員が解説者

として出演し、現地関係者も招いてトーク番

組形式で編集、放映を行った。その中で大使

館は日本のエルサルバドルに対する援助や外

交政策の実績や理念も解説し、総合的な日本

の政策紹介番組に仕立てた。これを 120 回近

く継続した結果、視聴者は日本の戦後復興の

軌跡を自らの歴史に投影して受け止め、日本

に対する肯定的な認識が広く国民に浸透する

という成果を生んだ 40。これはあくまで一例

であり、結局広報活動は現地の事情を踏まえ

た知恵と手作りの努力に頼る部分が大きい。

いわゆる社会指導者層（議会、政府、教育、

言論界、学界等）に対する情報提供について

は、前述の通り、これらの階層の人々は歴史

的に欧州志向の意識が強く、日本に対する情

報も関心も限定されていることから、一般に

日本の政策意図等に対する認識は不十分であ

ることを前提に対応する必要がある。環境問

題、人間の安全保障など、中南米諸国の指導

者の関心を引き得るアジェンダと、これを裏

付ける技術力を日本は持っている。但し、先

方の関心と時間を確保して、日本の実績と理

念を売り込むことは、筆者自身の経験でもな

かなか困難な作業ではある。報道機関等への

情報発信を通じ世論への露出度を高めること

で、先方の関心を引くということはひとつの

対策となり得る。

いずれにしても、中南米において情報発信

機能は一層の開拓余地があると思われる。お

おかたの中南米の国においては、大使館が連

日相手国政府と外交交渉に従事する状況では

なく、むしろ、対日世論の動向に気を配り、

世論に対して直接メッセージを発信する、す

なわちパブリック・ディプロマシーの占める

比率が大きい。なかんずく日本企業が少ない

国や日系社会が大きくない国にあっては、日

本の種々のイシューに関して通常は大使館が

第一のリファレンス・ポイントとなる。また、

メディアへのアクセスは比較的容易であるの

で、種々の案件について新聞、テレビ等を通

じて情報発信を行う機会は多い。中南米にあ

る日本の大使館は中・小規模公館が多く、こ

のような対外的なスポークスマンの役割は大

使、または次席館員が中心となって対応する

ことが求められる。

中南米において外交実務者は、「交渉者

(negotiator)」としての役割と同等あるいはそ

れ以上に、公開の場やメディアで日本の利益

を弁護し促進する ｢代弁者 (advocate)｣ とし

ての役割が期待される部分が大きい。

【その３：招聘事業を戦略的に運営する】

日本は毎年相当数の外国要人を招聘してお

り、「招聘外交」は中南米に対する重要なツー

ルである。普段対日関係に必ずしも切迫性を

もって対峙していない相手国の官民指導者を

我が国に招聘し、日本の諸相を知らしめるこ

との効果はかねてより強く認識されてきた。

但し、かつて招聘事業は、大使館の人脈開拓

の手段、および大使館が見込んだ人物の日本

見聞 ( ファミリアリゼーション ) という趣旨

40 詳細は、平成 20 年版外交青書 P.180

 
41 本論 p.2
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を帯びていたことは否定し難い。対中南米政

策の規定要因が「一般的な友好関係（困難な

政治問題の不存在）と日系社会の存在、経済

的補完関係および関係強化に対する中南米側

からの期待感 41」といったものであった頃の

話である。1990 年代より日本の対中南米外

交が具体的政務アジェンダを帯びてくること

に応じて、招聘事業の性格も変化し、招聘対

象者の人選と訪日プログラムの形成は具体的

な政策のブリーフィングないし政策協議を念

頭に置いたものとし、日本が訴えたいアジェ

ンダを軸に行われている。

もちろん、その際に日本の文化的・社会的

側面に触れさせることにより、日本に対する

親近感を醸成する効果も無視できない。但

し、この際、招聘対象者が国政運営の中心的

役割を担う者、あるいはその可能性を秘める

人物である場合、伝統的文化もさることなが

ら、日本の社会の共同体文化に対する関心が

強く、これに効果的に応えるプログラムに心

掛けることが重要と考えている。

日本の治安の良さや公共サービスの質に対

する高い評価はよく語られることではある

が、国政運営の意識をもつ人物が訪日の際、

時々我々日本人が余り気に留めない意外なこ

とに感嘆し、強い思惟の衝動を生じているこ

とが見受けられる。

某国の次期副大統領は、10 歳に満たない

子供が一人で地下鉄を利用しているのを見

て、インフラ運営の信頼性の高さに驚愕し

た。他の某国の次期外務大臣を招聘した際、

同人は東京の下町で民家の玄関先に自転車が

無防備に置かれているのを見て、生活共同体

の防犯能力の高さに目を見張った。

客を戸口に送り出すときの店員のお辞儀の

美しさは、訪日客には強い印象を与えるよう

である。日本語を解さない客に四苦八苦しな

がらも何とか満足して帰ってもらおうと接客

するスーパーの店員に日本社会の強みを見る

というのは在京の某国大使の言である。

このような、日本の社会共同体を律する規

範意識のあり方自身が、日本の差別化に寄与

するものは非常に大きいと考える。

更に、招聘実施後のフォローアップは、今

後更に力を入れるべき分野であると考える。

視野を外務省の招聘事業より広くとれば、日

本には、国費留学、JICA 研修員、各種交流

計画などを含め、日本政府の何らかの事業に

よって中南米より訪日する人の数は、大まか

に見積もって毎年 1800 名程度に上る。何ら

かの意識をもって日本を訪れ、知的な経験を

得て帰国したこれらの人々は、概ね本国の指

導者層ないしその卵ともいうべき人材であ

り、そのフォローアップの戦略的重要性は強

調されるべきであると考える。しかし、その

出自、社会的地位、政策的関心は多様であり、

きめ細かなフォローアップには物理的に大

きな困難が伴う。訪日 OB らが自発的な関心

に応じて日本の政策情報に接し、相互の交流

を継続することの出来る仕組みを、インター

ネット上で構築できないか、議論を行ってい

るところである。

【その４：「地域政策」アプローチの限界を認識する】

第 1 部で概観したとおり、我が国は中南米

に対する外交理念ないし基本方針を、地域外

交政策として包括的に構成し説明する手法を

とってきた。もちろん、各国に応じ外交アジェ

ンダと対処方針を策定してきたのは事実であ

るが、そのうえで地域の状況を一括して把握

しこれに対する外交方針を表明している。こ

の方法により国内諸方面への説明が容易であ

るとの利点もあったものと推測する。また、

基本的に我が国の中南米地域に対する政策的

関心（経済利益、国際場裡での支援）、及び

アプローチ ( 支援外交 ) が比較的一律的に適
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用が可能であったことも要因と考えられる。

今日、中南米地域の政治・経済状況が一層

の多様化を帯び、日本の対中南米外交のアプ

ローチについても支援外交を中心に構成する

ことが困難になってきていることに鑑みれ

ば、中南米を一括する政策の説明にも限界が

生じつつあると考える。

ブラジルとメキシコは、G8 サミットに於け

るアウトリーチ会合の常連として、また G20

や MEF( 主要経済フォーラム ) など近年の国際

的アーキテクチャの主要なメンバーとして、

国際社会における地位を確立しつつある。ブ

ラジルは、先述のとおり地域内政治対話の主

導者として存在感を強めつつあり、世界的に

も途上国の雄として貿易、環境などの課題で

の発言力を強めつつある。日本との関係では、

今日主要な社会勢力に成長した日系社会を通

じた政治的・文化的紐帯と、堅牢さを増した

経済や天然資源、食料を契機に大型の投資プ

ロジェクトを通じた経済関係の深化が進んで

いる。メキシコは、2005 に発効した EPA の

結果、日本にとって中南米最大の貿易相手国

であるとともに、対米製品輸出の生産基地と

なった。気候変動問題や金融・経済危機の課

題において他の新興国とは一線を画した姿勢

をもって政策発信を行っており 42、その政策

思考には OECD 加盟国としての 15 年にわた

る経験が強く影響していると推察される。ブ

ラジル、メキシコの両国は、性格の差はあれ、

地域規模・世界規模の問題について自前の認

識を有し、国際社会における自らの役割に関

する自覚と能力を持っている。

先に、中南米地域諸国が、安定した民主主義、

自由経済圏としての存在と責任を増すことが

日本の利益であると述べたが、その中でもブ

ラジル、メキシコについては、両国が穏健な

新興国として、世界の主要なアーキテクチャ

の中で世界的な課題の取組みに共同で責任を

負うことを確保することが特に重要である。

これらの国との関係では、政策的意思疎通

がきわめて重要であり、これらの国との協調

や連携を通じた世界規模課題への取組みを指

向するべき政策需要が高まっている。これら

両国と、他の中南米諸国との間では、我が国

がとるべき外交戦略とアプローチは自ずと異

なったものとならざるを得ない。

中南米は 33 カ国で構成されるが、ブラジ

ル、メキシコを含めた主要 7 カ国（いわゆ

る LAC7 43）が地域経済の 9 割以上を占めて

いる。すなわち、中南米の経済力は一部の国

に集中している。ブラジル、メキシコ以外の

LAC7 諸国との関係では、ミドル・リスクを

前提とした企業活動を支援しつつ、必要と可

能性に応じて EPA、BIT といった経済制度上

のインフラの整備を進めること、および世界

規模の課題における協調や連携を目指した政

策対話の強化が重点となろう。中米やカリブ

の規模が小さく日本との経済関係も限定的な

国にあっては、大使館を通じた支援外交と政

策発信を意識的にきめ細かく行うと共に、前

述の通りサブリージョナルな統合機関を通じ

た政策協議が有効である。

42 メキシコは我が国のクールアース構想を当初より
強く支持し、途上国もその責任に応じた貢献をもっ
て問題解決に参加すべしとの主張を展開している。
また 2007 年には自ら包括的な ｢気候変動国家戦略
｣ を策定し、2009 年には 2050 年までに CO2 排出
量を 50％削減する旨宣言した。米国発の金融危機
を契機に招集された G20 会合（2008 年 11 月）に
おいて、途上国が先進国の非難と発言力拡大の論

陣を張る中、メキシコのカルデロン大統領は金融
危機の封じ込め、各国が協調して経済政策を実施
する重要性、金融システム及び国際金融機関の改
革、保護主義の防止、を柱とする主張を行い独自
性を発揮している。

43 他の 5 国は、アルゼンチン、ベネズエラ、チリ、
コロンビア、ペルー。
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地域内の一部には、民主主義と平和の定着

に課題を残す国が依然存在する。コロンビア

では、制圧が進みつつあるとはいえゲリラと

の闘争が長年続いてきた。麻薬流通と組織犯

罪の問題は、生産地アンデス地域から流通地

中米、メキシコ、カリブに範囲を広げている、

左派政権が台頭する国の一部においては、新

興の社会勢力と伝統的オリガルキーが様々な

形で対立するなど、流動的な様相を見せてい

るところもある。また、ハイチは依然国連

PKO の支援の下で平和構築の作業に取り組

んでいる。これらの国々に対しては、破綻国

家 (Failed State) への進行を阻止することを最

低限の政策目標として、国家構築の支援が必

要とされる部分である。

第 5部：課題

日本が中南米地域において戦略的利益を極

大化する観点から、日本のアイデンティティ

を意識したメッセージを積極的に発出するこ

とによって自らの差別化を図ることが重要で

あり、種々の外交ツールもこの政策意識に基

づいて運用すべき旨論じた。外交活動を「不

言実行から有言実行へ」と移行すべく意識し

よう、ということである。

これには、当然ながら非常に困難な課題が

ある。すなわち我々は、その思いを上手に言

葉に出来るだろうか、また、それを我々がぶ

れることなくワン・ヴォイスで発信すること

が出来るであろうか、という問題である。

日本の重視する価値規範についてのメッ

セージは、もとよりドグマや理論的イデオロ

ギーに基づくものではなく、国としてコンセ

ンサスの形成を期待すること自体、ないもの

ねだりとの批判はありえよう。「戦後復興・

発展の実績」は、すでに陳腐化しているとの

指摘もある。特に、いわゆる「失われた 10 年」

を経た日本は既にその輝きを失ったと考える

向きも多いであろう。

戦後の経験は、それ自体に規範的なメッ

セージ性があるわけではなく、そこからい

かに政策価値を抽出して発信するかが問わ

れる。たとえば ｢人間の安全保障｣ や ｢平和

の定着と国づくり｣ ｢クールアース推進構想｣

といった概念を、オール・ジャパンで如何に

咀嚼し発信しうるか、というレベルでの課題

には一層の努力を傾注して取り組む意義はあ

ろう。

日本の状況や考え方についての様々な情報

を、現地の関心に応じて効果的に発信するこ

とが必要であり、先述の例示の通り、我々外

交実務者の現場での工夫と努力に頼らざるを

得ない部分は大きい。

中南米において大使館は現地のメディアを

通じて情報発信する機会に比較的恵まれ、そ

こでのパフォーマンスには一定の技能と慣れ

が必要であるが、霞が関での業務ではなかな

か身に付く機会がない。我々が研修等を通じ

て意識的に能力開発に努めるべき部分である。

このような努力により所期の効果を期待で

きるか否かのリトマス紙は、｢クールアース

推進構想｣ などの日本の政策イニシアティヴ

の伝播作業、あるいは中南米と東アジア地域

間交流 44 の主導といった外交課題などに見

出すことが可能である。

44 我が国は 2009 年にアジア中南米協力フォーラ
ム (FEALAC) の閣僚会合を主催する予定である。
FEALAC は両地域 33 カ国が加盟する政策交流の場
であるが、両地域間の経済関係が急速に拡大しつ
つあり、政策協力をこれに相応しいレベルに向上
することが課題である。
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冒頭述べたとおり、本論の趣旨は日本の対

中南米外交に新機軸を打ち出すことを意図す

るものではなく、現在の活動をふまえて視点

を変えて述べようとするものである。書き終

わってみれば結局、中南米に限らない、外交

の常識を、それらしい言葉で言い換えたに過

ぎないとの批判も聞こえそうである。

国際社会は多様化しつつあるのだから、日

本が現有の実力をもって外交上の効果を極大

化するには、大義と志を高く掲げ発信するこ

とによって存在感の維持向上を図ることが重

要であり、そのためにコミュニケーション能

力の向上が必要であるため、我々外交実務者

が一層努力すべきであるが、なかなか知恵も

ないので現場の奮起に期待する、ということ

結 　　語

以上のことを言っていない。

そのような批判を覚悟で敢えて本論をおこ

したのは、少なくとも我々中南米外交に従事

する実務者が、この地域との外交には戦略

的意味があり得るのだということを意識し、

日々の業務に精励すべき方向を思索する材料

を提供したいとの気持ちに発する。また、本

論で述べた種々の事情に鑑みれば、他の地域

に対する外交活動との比較でも、中南米はこ

のような努力の限界効用が意外に大きいので

はないか、という問題提起である。


